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ユネスコの提示する価値「持続可能な開発」の
学校教育における受容に関する比較研究
―基礎資料の整理―
市　　瀬　　智　　紀
A Comparative Study on the Adaptation of UNESCO’s Values “Sustainable Development”
to School Education
－Research of the Basic Documents－
ICHINOSE   Tomonori
Abstract
This is the research of the acceptance of the value of “Sustainable Development” to School Education. The aim 
of this research is to compare the adaption of the “Sustainable development” to the school education such as UK, 
Germany, Sweden, Australia and China which are leading countries of the ESD for the acknowledgement of the 
condition of the adaptation of Japanese education.
For this analysis, this research utilizes two methods; Descriptive bibliography analysis of UNESCO database 
(UNESDOC) and creating a matrix consisted with the acceptance model of the values. 
Descriptive bibliography analysis of the UNESCO database (UNESDOC) shows that the value of “Sustainable 
Development” first appeared in 1974 and it was rapidly increased after the WCED (World Commission on 
Environment and Development) was hold in 1987.
During the WSSD (World Summit on Sustainable Development), this value surpassed other values such as 
human rights and peace. It also became the most important value at the beginning of the Decade of Sustainable 
Development in 2005.
Experimental practice in the schools was started around 2000 in Germany, Australia and China. Recently the 
number of schools involved in Education for sustainable development (ESD) are widely spread and the number of 
schools reached up to 30％ in one country.
The concept of sustainable development was involved in curriculum guideline in the UK, Sweden and Japan. 
The holistic and integrated approach with the engagement of wider community was stressed in such counties as 
Australia, Germany and China.
Japanese Ministry of Education decided to activate UNESCO Associated School Project as the base of Education 
for Stainable Development in 2008. It is the only way to utilize the UNESCO Associated School network as the 
network of ESD. 
This research also pointed out the need to clarify the cycle of the practice and the evaluation process in Japanese 
ESD schools, which is clarified in other countries.
Key words：ユネスコ、価値教育、持続可能な開発、受容モデル、学習指導要領、
 コンピテンシー、サステイナブル・スクール
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1.　序　論
ドイツの「持続可能な開発」に関する文献では、
「持続可能性（Nachhaltigkeit）」という価値の始源を、
18世紀初頭のドイツのザクセン地方の銀鉱山に求めて
いる。18 世紀初頭、ザクセン地方では採掘した銀を
精錬する精錬所の燃料として木炭を使用したが、多量
に木材を消費することによって森林資源がほとんど枯
渇してしまった。そこで、ザクセンの銀鉱山の監督官
であったフォン・カルロヴィッツは、資源の枯渇を憂
慮し、将来にわたって充足可能な分量の木材のみ伐採
することを提唱した。このように、次世代のための資
源を確保することから生まれたコンセプトが、「持続
可能性（Nachhaltigkeit）」あるいは「持続可能な開発
（Nachhaltigen Entwicklung eingebürgert）」という概
念の始まりである、としている。 
この持続可能性の概念が、国際社会で認知されたの
は、よく知られているように「環境と開発に関する
国連会議（ブルントラント委員会）」による、1987 年
の報告最終報告書「地球の未来を守るために（Our 
Common Future）（通称「ブルントラント報告」）であ
る。ノルウェーのグロ・ハルレム・ブルントラント首
相を委員長とするこの委員会で、持続可能性という概
念の定義、すなわち「将来世代のニーズを満たす可能
性を損なうことなく、現在の世代のニーズを満足させ
るような」開発といった定義づけが行われ、今日に至っ
ている。
2002年のヨハネスブルグ・サミットでは、国連「持
続可能な開発のための教育の10年」（DESD）を、2005
年から10年間にわたって展開することが提案された。
「持続可能な開発のための教育（ESD）」は、「持続可
能性（sustainability）」「持続可能な開発（Sustainable 
Development）」の価値を浸透させるための教育である
が、2005年以降は、教育・科学に関する専門機関とし
てのユネスコが、「持続可能な開発のための教育の10年」
を主導することになった。
「持続可能な開発」の価値は、日本および世界の諸地
域の学校教育において、今日に至るまでどのように受
容されてきたのであろうか。
筆者は、先行する研究、市瀬（2013）において、日
本の学校教育における「持続可能な開発のための教育」
の受容について、それ以前のユネスコの価値や理念の
受容プロセスと比較しながら、基本的な考察を行った。
また、世界の諸地域の「持続可能な開発のための教育」
の価値については、英国、米国、ドイツ、スウェーデン、
オーストラリア、ニュージーランド、インド、中国な
ど各国のESD政策と学校の実践に関する報告が日本国
内でなされている。本論稿では、これらの論稿を踏ま
えつつ、国際教育の普及・浸透のプロセスに基づいて、
「持続可能な開発のための教育」の普及・浸透について
比較研究を行い、現在日本で行われている「持続可能
な開発のための教育」受容（acceptance）の現状を客
観的に把握したい。
周知のとおり、2014年をもって、国連「持続可能な
開発のための教育の10年（DESD）」は最終年を迎える。
こうした考察は、「持続可能な開発のための教育」の10
年間の活動の位置づけと今後の展望を考えるにあたっ
て、重要な意味を持つと考える。
2.　先行研究の概観
2.1.　各国の教育政策と学校実践に関する先行研究
先行研究としては、上述したように、英国、米国、
ドイツ、スウェーデン、オーストラリア、ニュージー
ランド、インド、中国などの国や地域の「持続可能な
開発のための教育」の取組み状況が紹介されている。
それらの研究では、各国の教育政策と学校実践の紹介
が中心になっている。
英国については、佐藤（2010）が英国におけるサス
テイナブル・スクールの取組の紹介を行ってきた。同
時に、佐藤・岡本・五島（2010）では、英国の取組み
を踏まえて、 日本における教育実践への提言している、
岡本・佐藤（2012）は、英国のエコ・スクールについて、
サステイナブル・スクールと比較ながら言及している。
ドイツについては、諸岡（2005）が、ドイツBLKプ
ログラム”21”の紹介を行い、染谷（2008）は、ドイツ
BLKプログラム”21”以降の取組みについて紹介してい
る。高雄（2010）は、ドイツの「ESD コンピテンシー・
モデル」に注目している。高雄（2012）は、ドイツの
ESDの政策と学校教育ついて報告している　また、卜
部（2011）も、学校におけるESD の実践について紹介
している。
スウェーデンおよびオーストラリアについての報告
としては、佐々木（2012）の、スウェーデンのESD政
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策と学校教育での取組みについての論述、および、野
口（2012）のオーストラリアの持続可能性教育（EfS）
の展開についての論述がある。
中国については、鶴見（2012）の中国におけるESD
の取組みに関する報告がある。その他、鶴見（2008） 
や植村（2011）は、中国独自の国家戦略や発展観と
ESDの理念との整合性をテーマとして考察している。
各国の国際的なESDの教育政策を横断的にとらえた
のが、国立教育政策研究所（2012）の「学校における
ESD関連プログラムの国際比較」である。この報告書
では、国別ESD プログラム5 事例（ニュージーランド、
オーストラリア、ドイツ、スウェーデン、中国）と、
国際ESD プログラム4 事例（FEE Eco-Schools の地域
別3事例とENSI Eco-Schools）を取り上げ、比較研究を
通して、教育施策、学校におけるESD 関連プログラム
の特徴について把握している。
上述の先行研究は、各国のESD政策と学校実践の紹
介および日本への提言、および5カ国のESD関連プロ
グラムの比較研究である。しかし、「持続可能な開発の
ための教育」の価値や理念は、各国においてどのよう
に受容され、いかなる特徴かあるのか、という視点から、
系統的に考察したものではない。
筆者は、先行する「学校教育におけるユネスコの価
値・理念の受容に関する研究―基礎資料の整理―」（市
瀬（2013））において、日本における「持続可能な開発」
の価値の受容について考察してきた。上述の各国にお
けるESDの受容プロセスと、日本の受容プロセスと比
べると、どのような特徴を見出すことができるのか。
本論稿では、①国際的な価値の受容について、国際教
育の普及・浸透のプロセスを踏まえ、その中に位置づ
けること、②日本の現状を客観的に把握することを目
的としたい。
DESDの最終年である2014年に至って、前述の各国
を含めた世界各地で、ESDに関する取組みの回顧、ガ
イドラインの提示とプログラム評価それに関する報告
書などが、次々と提示されている。そうした文献を踏
まえながら、本論稿「学校教育における『持続可能な
開発のための教育』の価値の受容に関する比較研究」
では、上述の2つの課題を解明したい。
2.2.　分析の枠組み―国際的な価値や理念・受容プロ
セス
一般的に、国連やユネスコの価値や理念が各国に受
け入れられ、どのようなプロセスで教育現場に普及し
ていくといえるのであろうか。
先行する論稿、市瀬（2013）では、国際的な価値や
理念の受容のプロセスを、以下のように示した。①「国
際的な条約、決議、勧告、宣言」が提示された後、そ
れに付随した、②「国際的な行動綱領、行動計画」が
提示される。次にそれを受け各国で、③「教育計画」
が策定される。教育計画を教育活動に反映させるため
に、④「カリキュラム・ガイドライン」が策定される。
一方、価値や理念を普及させるためには、実践モデル
が必要であるので、⑤「実験学校」や「スクール・ネッ
トワーク」が形成される。「教員研修」も繰り返し行わ
れる。次に、⑥教室レベルでの「教育実践・教材開発」
が蓄積される。最後に、⑦児童生徒に価値や理念の浸
透が図られる。その成果や効果が評価によって検証さ
れる。本論稿では、この受容プロセスのモデルを分析
の枠組みとして使用する。1
1. 国際的な条約、決議、勧告、宣言
2, 国際的な行動綱領、行動計画
3. 各国の教育計画
4. カリキュラム・ガイドライン
5. 実験学校、スクール・ネットワーク／教員研修
6. 教室での教育実践・教材開発・教育方法の改善
表1: 国際的な価値や理念の受容のプロセス
1　 もちろん、価値や理念は、政策的なトップダウンで実現されるとともに、教育現場の実践との相互作用で、展開している。
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3.　
 
ユネスコによる価値教育「持続可能な開発の
ための教育」の提示
3.1.　 ユネスコ・データベースによる計量書誌学的分
析の方法
国際的な価値の受容について、国際教育の普及・浸
透のプロセスについて考察する前に、ここでは、それ
を推進する国際機関が、「持続可能な開発のための教育」
の価値についていかなる提示を行ってきたのかを課題
として考察してみたい。本稿では、文献データベース
を利用して計量書誌学的な分析を行った。
調査対象としては、ユネスコ図書館が運営をおこなっ
ているデータベースUNESDOCを利用した。このデー
タベースは、1945年以降ユネスコが刊行したすべての
文献とユネスコ図書館が把握したすべての文献を収録
している。ユネスコの事務局や、組織の、活動と、教育、
自然科学、人的資源、文化、コミュニケーション、情報、
といったすべての分野をカバーしている。具体的には、
以下に挙げる文書が収録対象となっている。
①ユネスコ文献
・ 本部、支部、事務所、附属機関、プロジェクト文書、
会議文書、報告書、政府関連文書（総会やハイレ
ベル会合の宣言や決議）、事務局長のスピーチ、定
期刊行物と不定期刊行物。
②非ユネスコ文献
・ ユネスコ図書館が収集した、研究論文、参考文献、
定期刊行物、特集。
・ユネスコの財政的支援を受けて刊行された文献
・ 外部のオンラインの資料の中から専門的に選択し
たもの、百科事典、地図、辞典、データベース、ポー
タルサイトなど。
このユネスコ・データベースUNESDOCの中から、
「持続可能な開発（Sustainable development）」「持続
可能な開発のための教育（Education for sustainable 
development）」を含む８つの価値と６つの価値教育
（-educationの付くもの）を選択し、これらの価値をキー
ワードとして検索し、年次ごとにその価値の出現する
文献数をカウントした。「持続可能な開発」以外の8つ
の価値は、ユネスコの1946年「ユネスコ憲章」、1948年
「世界人権宣言」、1953年のユネスコ協同学校への参加、
1974年の「国際教育勧告」、1994年の「国際教育会議宣
言」に示されている代表的な価値を抽出した。
価値
Sustainable development（持続可能な開発）
Peace（平和）
Human rights（人権）
Democracy（民主主義）
Tolerance（寛容）
International Understanding（国際理解）
Global Citizenship（シチズンシップ）
Live Together（共生）
価値教育
Education for sustainable development
　（持続可能な開発のための教育）
Peace Education（平和教育）
Human right Education（人権教育）
Citizenship Education
　（市民性教育・シチズンシップ教育）
Democracy Education（民主主義教育）
International Understanding Education
　（国際理解教育）
3.2.　 ユネスコ・データベースによる計量書誌学的分
析の結果
このユネスコ・データベースUNESDOCの計量書誌
学的分析の結果を分析した結果が、図1、図2である。
図1-1「ユネスコ・データベースにみられるユネスコの
提示する価値（実数）」と、図2-1「ユネスコ・データベー
スにみられるユネスコの提示する価値教育（実数）」は、
単純に出現文献の総数を年次ごとに拾った。また、年
によって総文献数が異なるため、同じデータについて、
総文献数に対する価値の出現を比率によって再構築し
なおしたものが、図1-2「ユネスコ・データベースにみ
られるユネスコの提示する価値（比率）」と図2-2ユネ
スコ・データベースにみられるユネスコの提示する価
値教育（比率）である。総数でも比率でもほとんど同
じ結果となっている。
この統計から読み取れることは数多くあるが、その
中で「持続可能な開発」に絞って言及すると、次のよ
うに指摘できる。
「持続可能な開発」の価値・概念は、1974年にはじめ
て出現し、1987年の「環境と開発に関する国際連合会
議（ブルントラント委員会）」以降、急速に拡大する。
2002年に開催された「持続可能な開発に関する世界首
脳会議（ヨハネスブルグ・サミット）」に前後して、す
べての価値を超え、2005年の「持続可能な開発のため
の教育の10年（DESD）」の開始以降、すべての価値に
比して最も強調されるべき価値観となっている。
もう一つの考察としては、次のように述べることが
できる。
「持続可能な開発」の価値が増加するにしたがって、
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「人権」「平和」の概念、および「人権教育」「平和教育」
の価値も増加している。これは、「持続可能な開発」が、
従前よりユネスコが提唱してきた「人権」「平和」の価
値を包括しつつ広がっていることを意味している。一
方で、ユネスコがその設立当初から提唱してきた「民
主主義」や「国際理解」については、1990年代から一
定数でとどまっており、増加する傾向がみられない。
以上のようなことから、「持続可能な開発」の価値と
は、今日における国際教育のもっとも重要な価値の位
置を占めており、「人権」「平和」といった伝統的な価
値を包括しながら国際社会に提起されている、という
ことが理解できるだろう。
4.　
 
「持続可能な開発のための教育」の学校教育
における受容に関する比較研究
4.1.　 「持続可能な開発」価値の受容に関する比較マ
トリクスの作成
本稿では、国際的な価値の受容について、国際教育
の普及・浸透のプロセスを踏まえ、その中に位置づけ
るために、英国、ドイツ、スウェーデン、オーストラ
リア、中国の５カ国を取り上げ日本との比較を行う。
この５カ国を取り上げる理由は、これらの国々は、国
家レベルで「持続可能な開発」を主導しており、また、
国家計画やスクール・ネットワークの形成がなされ、
ガイドラインが明確であり、評価や検証の結果が公開
されているからである。
比較マトリクスの項目としては、前段で述べた「国
際的な価値や理念の受容のプロセス」である「国際的
な行動綱領、行動計画」、「教育計画」、「カリキュラム・
ガイドライン」、「実験学校」「スクール・ネットワーク」
「教員研修」、「教育実践・教材開発」「評価」という受
容プロセスに基づき、以下の項目を立てた。
① 国家計画：特に、1992年のリオサミットで提示さ
れた、21世紀に向け持続可能な開発を実現するた
めの各国の行動計画、および、2002年のヨハネス
ブルグ・サミット、2005年の「持続可能な開発の
ための教育の10年」に呼応して提示された国家計
画に着目する。
② 教育計画：国家の教育大綱、教育省が他省庁と連
携しながら政策決定した教育計画を取り上げる。
③ 教育課程：ここでは教育課程のなかでも、特に、
学習指導要領のようなカリキュラム・ガイドライ
ンに取り上げられ、教科の中で「持続可能な開発」
を取り上げているかを調べる。クロスカリキュラ
ムや総合的な（インテグレートされた）カリキュ
ラムを提示している場合には、その内容を明らか
にする。
④ 資質、能力、態度：「持続可能な開発のための教育」
では、生徒が身につける資質能力（コンピテンシー）
が議論の中心となっていることから、ここでは、
コンピテンシーを取り上げ比較する。
⑤ 顕彰制度、実験校、スクール・ネットワーク：価
値の普及の方法としては、実験校での実践を広め
る、取組みの優れた学校を表彰する、取組みを行っ
ている学校のネットワーク化を図るといった方法
がとられる。また、現状でESDがどの程度普及し
ているのかについても検証する。
⑥ 評価方法：「持続可能な開発のための教育」の成果
や効果をどう測るかが、今日議論の焦点となって
いる。ここでは評価方法の有無を調査する。
比較マトリクスの作成にあたっては、文献から情報
を収集とともに、UNESCO Chairによって組織され
るInternational Research Project on ESD and Quality 
Education (ESD)（教育の質に関する国際研究プロジェ
クト）のメンバーから情報提供を受けた。本プロジェ
クトには、メンバーとして、英国（イングランド・スコッ
トランド）、米国、カナダ、ドイツ、オランダ、フィン
ランド、スウェーデン、モンゴル、中国、韓国、台湾、
日本の、政策立案者、研究者、実践者が参加しており、
それらの研究者・実践者からDESDの最終年にあたっ
て、アップデートで貴重な情報を得ることができた。2
4.2.　比較マトリクスによる分析－学習指導要領
調査の結果を示したものが附表１「『持続可能な開発』
価値の受容に関する比較マトリクス」である。
ヨーロッパでは、DESDの始まる2005年よりはるか
2　 以下の比較調査においては、地方分権的な教育システムなど国によって教育体系が異なり、政策文書やガイドライン、学習指導
要領などの位置づけや適応範囲などが国や地域によって違っている。その意味では、必ずしも等価での対比とはならない。
宮城教育大学紀要　第49巻　2014
－310－
に早く、1992年にリオ宣言の行動計画である「アジェ
ンダ21」が提示されるとすぐに、学校教育において「持
続可能な開発」の価値が導入された。例えば、1994年
のスウェーデンの学習指導要領であった。そこでは、
環境教育について言及する中で、社会や生活様式を「持
続可能な開発」に導くようすべきであると述べている。
 　環境の学習は、生徒が 自分の身近な環境に対して
責任を負い、包括的 かつ地球規模の環境課題に対す
る 個々の姿勢（態度）を身につけることを可能にす
る。その場合の学習環境は、社会の機能および我々
の生活様式や 働き方がどのように持続可能な開発を
導くかについて説明しなければならない（1994年義
務教育学校、就学前学級および、レクリエーション
センター　学習指導要領3）
英国では、2000年改訂の「学習指導要領」の「学校
のカリキュラムの土台となる価値と目的」において、
「持続可能な開発」という価値が学校カリキュラムの土
台となる価値として示されている。
 　教育の信念の第一は、家庭にあっても学校にあっ
ても、精神的、道徳的、社会的、文化的、健康的、
そして精神的発達、そして個人の幸福の源となるも
のである。教育はまた、すべての人に機会の均等と、
健康、民主主義、生産的な経済、そして持続可能な
開発の源でもある
上述の英国の2000年「学習指導要領」では、「原則的
な目標と目的」の「目標２」で、特に、持続可能な開
発という価値について項目を立てて説明している。
 　持続可能な開発は、個人または集団で、地域そし
て世界で、未来の地球を棄損することなく生活の質
を改善するために、私たちがなすべきことについて
の議論に参画するための、生徒の知識、理解、そし
て価値を発展させることに寄与する。生徒はカリキュ
ラム、とくに地理、科学、保健体育、シチズンシッ
プ教育の課程の中で、持続可能な開発についての理
解を深める機会がある。
このように、スウェーデンや英国では、教育の骨格
をなす基本的な価値として、学習指導要領において提
示されていることがわかる。またそれを実現する教科
として、地理、科学、保健体育、シチズンシップ教育
が例示されている。
2011年に改訂されたスウェーデンの学習指導要領に
おいては、各教科に「持続可能な開発」の記述がある。
これは、同じく2011年に施行された日本の学習指導要
領に類似している。スウェーデンでは「基本的な価値
と学校の課題」や「知識」のところでESDについて触
れられているほか、各教科、たとえば、家庭科と消費
者教育、生物、化学、体育 、地理、歴史、宗教、市民
科、工芸などで、「持続可能な開発」という価値につい
て繰り返し言及されている。
 　科学は、人々の好奇心に始まり、もっと自分自身
や自分を取り巻く環境を知りたいというニーズによっ
ている。生物の知識は、健康や、天然資源の使用、
環境への知識など多様な分野において重要である。
自然についての知識は、自分自身の幸福を実現する
ツールを提供するのみならず、持続可能な開発のた
めの貢献することができる。（義務教育と就学前学級
およびレクリエーションセンター指導要領　「科学」）
前文で言及されているほかに、4年生から6年生、7年
生から9年生の「社会と自然」の関係を知る基本概念と
して多くの箇所で「持続可能性」について触れられている。
地理は、「持続可能な開発」の価値と結びつきが強い
教科であるが、上述のスウェーデンの2011年学習指導
要領では、地理の「前文」で次のように記載されている。
 　地球上での生活状況はユニークではあるが、挑戦
的であり、また脆くもある。地球上の資源を利用す
るすべての人にとって、持続可能な開発を支持する
責任がある。人々と環境との相互作用は、異なる生
活環境を生み出した。地理は、我々にこうした環境
についての知識を与え、人々の生活状況を理解する
ことに貢献できる。
3　 佐々木（1995）より引用
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日本の2011年の学習指導要領では、「持続可能な開
発」のための関連記述として幅広い学年や教科が紹介
されているが、比較マトリクスにおいては、実際に「持
続可能な」「持続可能性」「持続可能な開発」という記
載がある教科名のみ記した。日本の学習指導要領で、
具体的な記述があるものは、中学校社会（地理）（公民）、
中学校理科、高等学校世界史A・B、地理A・B、公民、
理科、保健体育、家庭である。これらの「持続可能な
開発」と関連深い教科の配置は、英国、スウェーデン
における教科の配置と類似している。
4.3.　 比較マトリクスによる分析－ホリスティックな
アプローチ
ここまでは、学習指導要領の中に実現されている「持
続可能性」の価値について述べてきた。しかし、世界
の諸地域では、教科における価値や知識、目標として
提示するのではなく、学年を超えてホリスティックで
総合的な活動として「持続可能な開発」を位置づけ、
ガイドラインを設定している地域が多い。
例えば、2010年のオーストラリア連邦政府 環境・水・
遺産および芸術省（DEWHA）「持続可能性カリキュ
ラムの枠組み」Department of Environment, Water, 
Heritage and the Arts （DEWHA） （2010）では、「持
続可能な開発のための教育」について「カリキュラム
のフレームワークは、単なる知識の獲得にとどまらず、
持続可能な行動と持続可能な世界を実現するための動
機づけと参画を促す全体的なアプローチ」であると述
べている。具体的には、附表に記したように、以下の
ような発想でカリキュラムを構築する。
①学年を超えてホリスティックで総合的で連携した
持続可能な開発のための教育を行う。
②すべての学習領域を超えて、持続可能性にかかわ
るコンテンツをはっきりさせる。
③学習分野を超えて、関連する内容を配列すること
でカリキュラムを作る。カリキュラムは持続可能性に
関する教員の理解と技能を深めることができるように
する。
④すべてのカリキュラムに柔軟性をもたせ、地域の
持続可能性に関係する事象と学校、家庭、地域社会で
学びの機会を結び付けて、持続可能性のコンテクスト
を、教員が豊かに教えられるようにする。
具体的な学習内容は、発達段階にあわせて考えられ
るが、例えば、第3学年から第6学年では、「エコロジカ
ルな人間システムの知識」の学習として、次のような
トピックが提示されている。
 　水、社会システムとサブシステム、環境的な持続
可能性を評価する方法、歴史的な変化のプロセス、
市民とシチィズンシップ、所有と正当な権利、経済
システムとコスト、材料と生産、環境の構築、交通、
農業と食糧
このように「持続可能な開発の教育」の内容を具体
的なテーマとして示している地域は多い。英国のサス
テイナブル・スクールでは、学年や発達段階に関係なく、
以下の8つの導入テーマを扱うことになっている。
 　食べ物と飲み物、エネルギーと水、移動と交通、
購入とゴミ、校舎と校庭、共生と参加、地域の幸福、
グローバル化
比較マトリクスに記したように、英国、オーストラ
リア、中国、価値の導入にあたっては、学習の領域や
トピックを提示している場合が多い。また、「持続可能
な開発」にかかわる学習内容、学習テーマは類似して
いる。日本の場合は、学習指導要領に「持続可能な開
発」にかかわる記述があるが、実践事例集という形で
提示される以外には、「持続可能な開発のための教育」
ついて、学習の領域学習テーマ、コンテンツ（内容）
が明示されているわけではない。
このほか、中国では、「持続可能な開発のための教育」
についてどのような「課程」で行うのかについて、次
のように規定している。これは、「持続可能な開発のた
めの教育」を学校において実現するための、多様な活
動のあり方を提示している。
 　①教科の時間で行う、②総合実践活動（総合学習）
の時間で行う、③地方カリキュラムか学校独自で設
定できる時間において行う、④課外活動として行う、
⑤グループ活動として行う、⑦スクール・キャンパ
スの建設の一環として行う。
宮城教育大学紀要　第49巻　2014
－312－
4.4.　 比較マトリクスによる分析―スクール・ネット
ワーク・顕彰制度
実験学校については、ドイツでは、1999年～2004年
までの5年間、BLKによるモデル実験「BLKプログラ
ム“21”｣ が行われ、200以上の学校･教育機関が参加し
た。また、オーストラリアでは2003年以降、ニューサ
ウスウエールズ州とビクトリア州でパイロットプロジェ
クトが開始されるなど、「持続可能な開発のための教育」
の実践は、DESDに先立って、2000年前後から始まっ
ている。
また、1998年に始まったグリーン・スクール・アワー
ドや、1998年の中国の ｢環境､ 人口及び持続可能な発
展のための教育｣（EPD 教育プロジェクト）の実践など、
先行する実験校やスクール・ネットワークが、「持続可
能な開発のための教育」の実践校へと発展していくケー
スが多い。
日本では、2008年になってから「持続可能な開発」
を推進するスクール・ネットワークとしてユネスコス
クール（旧称ユネスコ協同学校）を活用することが、「教
育振興基本計画」において定められた。ユネスコスクー
ルは1953年より始まり、2005年の時点では、加盟校は
19校しかなかったが、2014年の時点で807校まで増加し
た。一方、世界の諸地域では、「持続可能な開発のため
の教育」の推進のためにユネスコスクールを再活性化
させた事例はない。
スクール・ネットワークについて、英国では特別な
取組みがみられる。それは、サステイナブル･スクー
ルを幅広く展開するために、エコ・スクールやヘルシー・
スクール、グリーン・スクール・アワードなど9つの組
織が実施している８つの報奨制度とテーマを整合させ
て、提携しながら推進している事である。目標や理念
や重なりあうスクール・ネットワーク間で連携を図る
手法は、価値の広がりを考える上で工夫した取組みで
あるといえる。
「持続可能な開発」について、「国家計画から教育計
画、教育課程、実験校、評価方法」という受容プロセ
スに位置付けながら考察してみると、ドイツの ｢ト
ランスファー21・プログラム｣ やオーストラリアの 
AuSSIにおいては、「持続可能な開発」の導入から実践、
評価までが一つのサイクルとして示されている。中国
の持続発展教育モデルでは、「中国可持続発展教育路線
図」として、「持続発展教育」浸透・受容モデルを“2－
1－3－3－2－3－4”という計18の項目を立てて明記して
いる。日本では、これまで、このような導入・実践の
サイクルや到達目標、評価が明確に示されていない。
このことは、今後検討されるべき課題である。
5.　結論
国際教育の受容（acceptance）モデルに基づいて「持
続可能な開発」について比較研究を行い、現在日本で
行われている「持続可能な開発のための教育」の現状
を客観的に把握することを目的として考察を行った。
「持続可能な開発」の価値・概念は、ユネスコ・デー
タベースに1974年に最初に出現し、1987年の「環境と
開発に関する国際連合会議（ブルントラント委員会）」
以降、急速に拡大する。2002年に開催された「持続可
能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミッ
ト）」に前後して、すべての価値を超え、2005年の「持
続可能な開発のための教育の10年（DESD）」の開始以
降、他の価値に比して最も強調されるべき価値観となっ
ている。
1992年に、リオ宣言の行動計画である「アジェンダ
21」が提示されるとすぐに、学校教育において「持続
可能な開発」の価値が導入された。そして、「持続可能
な開発」は「平和」「人権」といった従来の価値を包括
しつつ、ユネスコの主流の価値となっている。
それに伴い、ドイツやオーストラリア、中国などでは、
「持続可能な開発のための教育」に先立つ学校実践が、
2000年前後から始まっている。英国やドイツ、スウェー
デン、オーストラリアにおける「持続可能な開発」の
学校実践は、国内の10％から60％までもの学校が加盟
する、本格的な取組みとなっている。日本では、ユネ
スコスクール・ネットワーク（ASP）を活用した形で、
「持続可能な開発」のためのスクール・ネットワークの
形成が、2008年ごろから始まるが、ユネスコスクール
を再活性化し、「持続可能な開発のための教育」のネッ
トワークとする取組みは、独自の教育政策となっている。
「持続可能な開発」は、英国やスウェーデンなどで学
習指導要領に取り入れられている。地理、科学、保健
体育、シチズンシップ教育といった科目が、「持続可能
な開発」の価値が導入される科目となっている。その
一方で、「持続可能な開発のための教育」とは、学習領
域や学年を超えてホリスティックで総合的な教育が行
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われている。そのために、導入と実践、評価のサイク
ルが一貫して示されている場合が多い。日本では、評
価を含めてそうしたサイクルを示したガイドラインが
未完成である。
さて、冒頭では、ドイツにおける「持続可能な開発」
の価値の始源より稿を起した。「持続可能性」の価値は、
今日「人権」や「平和」といった既存の価値を包括し
つつ、最も強調されるべき価値となっている。「持続可
能な開発」の価値の発見は、地球上の資源が有限であ
るにもかかわらず、爆発的な人口増加を示している今
日にあって、必然の価値の認識であるといってもよい
であろう。
本稿は、基礎資料をもとにした、各国の「持続可能
な開発」の受容についての基本的な考察であった。学
習内容やコンピテンシー、評価モデルなどの詳細な比
較研究は、「持続可能な開発のための教育」の取組みの
深化と教育の質の向上に裨益するところが大きいと考
える。
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図1-1：ユネスコ・データベースにみられるユネスコの提示する価値(実数)
図1-2：ユネスコ・データベースにみられるユネスコの提示する価値(比率)
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図2-2：ユネスコ・データベースにみられるユネスコの提示する価値教育(比率)
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附表1:「持続可能な開発」理念の受容に関する国際比較マトリクス
英国（UK） ドイツ スウェーデン オーストラリア 中国 日本
国家計
画
1994年「持続可能な発展：英
国の戦略」提示。
2005年「持続発展国家戦略 
― 未来を守る（Securing 
Future）」提示。
1994年ドイツ基本法（憲法）
の改正で持続可能性の原則
を採用。
2002年「持続可能性国家戦
略―ドイツの展望」
（Perspektiven für 
Deutschland：Usere 
Strategie für eine 
nachhaltige Entwicklung）
提示。
2002年「持続可能な開発の
ためのスウェーデンの国家
戦略2002」提示。
1992年「生態学的に持続可
能な発展に関する国家戦略
NSESD」提示。
2000年 ESDのための行
動計画「持続可能な生活
（Living   Sustainability）」
提示（2009年に改定）。
2007年DESDの戦略「未来
を創る（Creating for the 
future）」提示。
1994年「中国21世紀アジェ
ンダ－中国21世紀人口､環
境及び発展白書」提示。
1998年から｢環境､人口及び
持続可能な発展のための教
育｣（EPD 教育プロジェク
ト）を実施。2006年に「持続
発展教育（ESD）」に改める。
1993年「アジェンダ21行動
計画」提示。
2006年「我が国における『国
連持続可能な開発のための
教育の10年』実施計画」提示
（2011年6月3日改訂）。
教育計
画
1998年「持続可能な開発の
ための教育パネル（SDEP） 
」成立。
2000年SDEPの成果を踏
まえ、国家カリキュラムに
ESDを取り入れる。
2006年英国教育技能省
（DfES）「サステイナブル・
スクールの国家的枠組」お
よび2007年「サステイナブ
ル･スクールにおける長期
目標」設定。
1998年「ESD導入のガイド
ライン」によりBLKプログ
ラム開始。
2003年｢ESDのための前提
と勧告　ガイドラインの作
成手引き｣
（BLK 2003）刊行。
2004年｢トランスファー21｣
プログラム（2004-
2008年）の開始。
2007年ドイツユネスコ委
員会、州の文部大臣による
ESD共同声明｢学校教育に
おけるESDの勧告｣
1994年、義務教育段階と高
等学校の国家カリキュラム
にESDを導入。
2000年「バルト海地域の教
育のためのアジェンダ21」
成立。
2005年「未来のための教育
―オーストラリアの学校の
ための環境教育声明」提示。
2010年オーストラリア連
邦政府 環境・水・遺産およ
び芸術省 （DEWHA）「持続
可能性カリキュラムの枠組
み」提示。
2008年「北京市小中学校持
続発展教育指導綱要」を発
布。全国の普及のモデルと
なる。
2010年「国家中長期教育委
改革と発展計画綱要（国家
教育計画綱要）」において
「持続発展教育の重視」「人
材育成モデルの刷新」提起。
2008年閣議決定「教育振興
基本計画」ユネスコスクー
ルを活用したESDの普及が
示される。
2011年改訂の「学習指導要
領」の改定によりESDが導
入される。
2013年閣議決定「教育振興
基本計画」に、ユネスコス
クールの質的量的充実が提
起される。
2014年文部科学省「ユネス
コスクールガイドライン」
提示。
教育課
程（学
習指導
要領な
ど）
2000年改訂の学習指導要領
の以下の項目で、「持続可能
な開発」について言及。
「原則的な目標と目的」の
「目標２」
「児童生徒は、自分たちの生
活している環境を理解して
尊重し、個人として国とし
て、そして国際的なレベル
からも持続可能な開発に関
与していくべきである。」
「カリキュラムに導入され
るべき価値と目標」
「学校のカリキュラムの目
標２」
2006年「国家カリキュラム
を通した学び」に「持続可能
な開発のための教育」の項
目
地理「目標」
地理「キ ・ーステージ1・
キ ・ーステージ2」
体育とシチズンシップ教育
の「キ ・ーステージ2」
2007年「サステイナブル・ス
クールの国家的枠組」では、
8つの導入テーマが提示さ
れている。
（1）食べ物と飲み物
（2）エネルギーと水
（3）移動と交通
（4）購入とゴミ
（5）校舎と校庭
（6）共生と参加
（7）地域の幸福
（8）グローバル化
各教科またはクロスカリ
キュラムで導入テーマに取
組む。
2007年｢BLKプログラム”21”」
ガイドラインでは、地理、生物
学、物理学、政治とケース・ス
タディ（Sachun-terricht）で以
下のようなコンテンツを扱う
ことを提唱。
持続可能性の3つの側面に
基づいたコンテンツ
1.持続可能性の環境的側面
・世界経済の変化
・ 持続可能でないエコシス
テム
・ エコロジカルでないこと
への批判
・環境保護システム
・エコシステムの行動ルール
2.持続可能性の経済的側面
・成長
・ 伝統的な経済のロジック
と持続可能な経済
・技術
・生産
・製品とサービス
・貿易と分配
・価格、借金、税金
・評価
3.持続可能性の社会的側面
・公正
・責任
・ライフスタイル
・地域の発展
・支援の戦略
・文化的な適応
2011年改訂「義務教育・中学
校学習指導要領」に「持続可
能な開発」が言及される。
基本的な価値と学校の課題
学校の役割
2．目標とガイドライン
2.2．知識
3.3．家庭と消費者教育
目標
科学
3.9．生物
4－6年生
7－9年生の学習内容
3.10．体育
9年生の知識
7－9年生の学習内容
6年生の学習内容
3.11．化学
7－9年生の基本概念
6年生の基本概念
3年生の要求知識
9年生の要求知識
6年生の内容
9年生の学習内容
社会科
3.12．地理
前文
目標
4－6年生の基本概念
3年生の要求知識
6年生の要求知識
6年生の学習内容
3.13．歴史
3年生の要求知識
3.14．宗教
7－9年生の基本概念
3年生の要求知識
3.15．市民科
前文
3年生の要求知識
3.16．工芸
目標
3.20．技術
目標
6年生
7－9年生の基本概念
2010年オーストラリア連邦
政府 環境・水・遺産および
芸術省 （DEWHA）「持続可
能性カリキュラムの枠組
み」提示。
　持続可能な開発のための
教育は、生徒が持続可能性
に貢献できるように、原則
を超え、一つの学習領域に
とどまらない、すべての知
識や機会が提供されるべき
である。
　持続可能性が実現される
ために、学年と原理原則を
超えて、知識と技能が最大
限に結び付けられるべきで
ある。
　カリキュラムのフレーム
ワークは、単なる知識の獲
得にとどまらず、持続可能
な行動と持続可能な世界を
実現するための動機づけと
参画を促す全体的なアプ
ローチとなる。
　枠組みとしては、3つのグ
ループに分けられる。
　幼稚園から第2学年, 第3
～6学年そして、 第7～10学
年。
1. 学年を超えてホリス
ティックで総合的で連携
した持続可能な開発のた
めの教育を行う。
2. すべての学習領域を超え
て、持続可能性にかかわ
るコンテンツをはっきり
させる。
3. 学習分野を超えて、関連
する内容を配列すること
でカリキュラムを作る。
カリキュラムは持続可能
性に関する教員の理解と
技能を深めることができ
るようにする。
4. すべてのカリキュラムに
柔軟性をもたせ、地域の
持続可能性に関係する事
象と学校、家庭、地域社会
における機会を捉えて、
教員が持続可能性のコン
テクストを豊かに教えら
れるようにする。
2008年「北京市小中学校持
続発展教育指導綱要」にお
ける提示。
3.持続発展教育の主な内容
　持続発展教育は、社会、文
化、環境と経済領域の9つの
テーマがある。
　その中の社会領域は、生命
と安全、公民権と責任、和階
社会などのテーマがある。
文化領域は中国の優秀な伝
統文化と世界遺産教育、文化
多様性などがテーマである。
　環境領域は、環境保護、自
然災害の予知などのテーマ
がある。
　経済領域は、循環型経済
とグリーンエコノミー、農
村の発展や持続可能な都市
化といったテーマがある。
　ポイントは小中高等学校
の生徒が、社会、文化、環境と
経済領域の持続可能な発展
に関連する知識を理解し、
人と自然、人と社会、人と人
との関係、持続可能な開発
を進めるうえで必要とされ
る価値や観念、行動習慣と
生活様式について正確に理
解することである。
４. 持続発展教育の主なプ
ロセス
1.教科の課程
2.総合実践活動課程
3.地域と学校独自の課程
4.課外校外活動
5.グループ活動
6. スクールキャンパスカル
チャーの建設
2011年改訂の「学習指導要
領」に「持続可能性」「持続可
能な開発」について言及。
中学校学習指導要領
第2章各教科　第2節社会
第2　各分野の目標及び内
容
〔地理的分野〕2（2）ウ（エ）
〔公民的分野〕2内容（2）ウ
（4）イ
第4節理科
第１分野及び第2分野2内容
（7）ウ（ア）
高等学校学習指導要領
総則
第2章各教科
第2節地理歴史　
世界史A　2内容（3）オ
世界史B　2内容（5）オ
地理A　2内容（1）ウ
地理B　2内容（2）
第3節公民
現代社会　2内容（3）
政治・経済2内容（3）
第5節理科第3款
第6節保健体育H体育理論
（3）エ
第9節家庭2内容（2）オ
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英国（UK） ドイツ スウェーデン オーストラリア 中国 日本
育成す
る資
質、能
力、態
度
「持続可能な開発のための
教育パネル（SDEP）」提示
コンピテンシー
1.相互性
2.シチズンシップと役割
3. 未来の世代の必要性と権
利
4.多様性
5.生活の質
6.持続的な変化
7.不確実性と先見の明
創造的コンビテンシ
（Gestaltungskompetenz）
1. 世界を開き、新たな視点
で知識を統合する能力
2. 先を見通して考え、行動
する能力
3. 領域を超えて知識を獲得
し行動する能力
4. 意思決定のプロセスに参
加する能力
5. 他者を動機づけし活性化
できる能力
6. 自分と他者の原則に配慮
できる能力
7. 自分で計画を立て行動す
る能力
8. 弱者に向けて共感を示し
解決を探れる能力
9. 自分を動機づけし活性化
できる能力
サステイナブルスクール・
アワードに提示されるコン
ピテンシー
1.課題解決能力
2..批判的思考力
3.行動的コンピテンシー
AuSSIに示されるコンピテ
ンシー
1.批判的思考力
2.多文化的観点
3.参画する意思
4.シチズンシップ
中国持続発展教育（ESD）項
目全国工作委員会
1. 主体的に情報を収集し加
工する能力。
2. 独立して思考し問題を分
析する能力
3. 他人と協力し、問題を解
決する能力
4. 主体的に持続可能性にか
かわる実際の問題に着目
し、解決方法を創出する
能力。
7つの能力態度（国研）
1. 批判的に考える力 
2. 未来を予測して計画を立
てる力
3. 多面的・総合的に考える
力 
4. コミュニケーションを行
う力 
5. 他者と協力する力 
6. つながりを尊重する力 
7. 進んで参加しようとする
力
顕彰制
度、実
験校、
スクー
ル・
ネット
ワーク
英国児童学校家庭省
（DCSF）が、サステイナブ
ル･スクールの報奨制度を
設ける。
全国60%の学校がサステイ
ナブル･スクールに参画す
ること。サステイナブル･ス
クールの生徒の90%が、知
識や理解、環境パフォーマ
ンスを向上させたりするこ
とを目標としている。
サステイナブル･スクールは、
9つの組織が実施している別
の報奨制度（AwardScheme）
23と、協働している。
1999年～2004年までの5年
間、BLKによるモデル実験
「BLKプログラム“21”｣に、
全国の15州から200以上の
学校･教育機関の参加。
2004年～2008年までに｢ト
ランスファー21｣プログラ
ムでは、ESD を全国10%の
学校に広げることを到達目
標とした。
幼稚園、義務教育の学校、
中学校、成人教育学校でグ
リーン・スクール・アワー
ド。
1998年に始まったグリー
ン・スクール・アワードが
2005年のDESDの開始に伴
い、グリーン・スクール・ア
ワードはサステイナブルス
クール・アワードに変更さ
れる。
400校がサステイナブルス
クール・アワードを受ける。
エコ・スクール・グリーンフ
ラッグ・プログラム加盟校
が2500校。
バルト海プロジェクト参加
校が11校。
2003年にオーストラリア政
府の支援により、ニューサ
ウスウエールズ州とビクト
リア州でパイロットプロ
ジェクトが開始される。
パイロットプロジェクトの
成功にもとづき、クイーン
ズランド州、西、南オースト
ラリアで、サステイナブル・
スクールが発展する。
2004年にオーストラリア政
府は、オーストラリア・サ
ステイナブルスクール・イ
ニシアティブ（AuSSI）を開
始。
オーストラリアの全州と地
域で展開され、公立、カト
リック、独立系の学校を含
む3000（全国の30％に相当）
の小中学校が活動。
北京市、上海市、広東省、内
モンゴル自治区、江蘇省な
ど10余の省市や自治区で実
験学校が推進される。
メンバー校、実験学校、モデ
ル校に分かれる。
①メンバー校：ガイドライ
ンにしたがってメンバー校
に申請して、プロジェクト
参加し、全校を挙げて新し
い教育モデルに取り組む学
校。
②実験学校：持続発展教育
のメンバー校の中で、申請
して持続発展教育のプロ
ジェクトの実験学校の資格
を獲得したもの。
③モデル学校
中国持続発展教育のプロ
ジェクトに申請し、モデル
（模範）学校の資格を獲得し
たもの。
現在、全国で1000校以上が
上述のネットワークに参加
している。
2008年の「教育振興基本計
画」において、ユネスコス
クールネットワークを活用
して、ESDを推進すること
が決定。
2005年までで加盟校が19校
であったユネスコ協同学校
は、DESD以降、ユネスコス
クールと名称を変え、2014
年の時点で加盟校が705校
まで増加。
評価方
法
S3サステイナブル・スクー
ルの自己評価
（s3:sustainable school self-
evaluation）
トランスファー21プログラ
ム「ESD実践校の質的発展
―範囲、指導原理、評価基
準」
サステイナブル・スクール
自己の評価
（Sustainable school self-
assessment sheet）
オーストラリア・サステイ
ナブルスクール・イニシア
ティブ（AuSSI）の運用にか
かわる評価
オーストラリア・サステイ
ナブルスクール・イニシア
ティブ（AuSSI）の運営にか
かわる評価
持続発展教育モデル校の質
量評価
1.学校管理
2.カリキュラム
3.テーマ別学習
4.キャンパスの環境
5.生徒の素養
の5つの観点と付随する項
目からなる評価基準。
無し
